
脱炭素先行地域計画について
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面積 250.39平方キロメートル
人口 ３７，５９３ 人
世帯 １４，８７５世帯
（2023年4月1日時点）

米原市は、滋賀県東北部の中心に位置し、県下
で唯一の新幹線停車駅「米原駅」がある近畿・東
海・北陸へ通じる交通の結節点です。
湖岸部は年間の降水量が比較的少ない内陸性
盆地気候であるのに対し、中山間部は１メートル
前後の積雪のある県下有数の豪雪地帯です。

米原市プロフィール
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びわ湖の素 米原伊吹山
日本百名山の伊吹山から、琵琶湖に注
ぐ清らかな水を中心とする豊かな自然環
境を「びわ湖の素」というフレーズに込めて
発信しています。

伊吹山
（左から）琵琶湖、ホタル、梅花藻

米原市プロフィール
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｜特産品

｜スポーツ・レジャー

｜祭礼・伝統工芸・古刹

▲（左から）米原曳
山まつり、上丹生木
彫、（下）伊富貴山
観音寺

▲（左から）赤かぶ、ビワマ
ス、（下）平核無（ひらたねな
し）柿

（左から）
ホッケー、
スキー、サ
イクリング

豊かな自然と宿場町として栄えた歴史文
化が、特産品、スポーツ・レジャー、祭礼・
伝統工芸などに息づいています。

米原市プロフィール
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米原市役所本庁舎は令和3年3月に完成し、令和3年5月6日から
業務を開始しました。
米原に住む人や訪れる人が集い、世代を超えて交流し、ともにつなが
ることで、新たな広がりが創造できる交流拠点を目指していきます。

最大300席の利用がで
き、シンポジウムや展示
会など、さまざまな場面で
ご利用いただけます。
パーテーションで2分割で
の利用も可能です。

会議室は3室あり、一体
利用や分割利用もでき
ます。最大195席の利
用ができ、会議や研修
会など、幅広くご利用い
ただけます。

米原市プロフィール
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気候変動・地球温暖化について

IPCC第6次評価報告書（2021年）
人間の影響が大気、海洋および陸域を温暖化させてきた
ことには疑う余地がない。大気、海洋、雪氷圏および生物
圏において、広範囲かつ急速な変化が現れている。

過去2000年以上の間
で前例のない温暖化

出典：毎日新聞(2021/8/31)

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）
1988年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画

（UNEP）により設立された組織で、現在の参加国は195
か国、事務局はスイス・ジュネーブにある。各国の政府から推
薦された科学者が参加し、地球温暖化に関する科学的・技
術的・社会経済的な評価を行い、報告書にまとめている。

IPCC第５次評価報告書（2013年）
20世紀半ば以降の温暖化の主な要因は、人間活動の可能性が極
めて高い。

IPCC第１次評価報告書（1990年）
人為起源の温室効果ガスは気候変化を生じさせる恐れがある。
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地球温暖化が進んだ低気圧が増
加する可能性が高いと言われている

日降水量100mm以上などの
大雨の発生数が日本の多くの地
域で増加すると言われている。

自然発火による森林火災は、主な
要因として乾燥が挙げられます。乾
燥することによって落ち葉の水分が
失われ、枯れ葉同士が摩擦をする
ことで火が起き、周りの枯れ葉や
木々に燃え移ることで火災となりま
す。
地球温暖化や気候変動によって、
異常少雨が多くなり、干ばつや乾燥
が起こりやすい状況になっています。

極端な気象現象

台風洪水

森林火災
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脱炭素・カーボンニュートラルについて

パリ協定
パリ協定とは、2015年にパリで開催されたCOP21（第21回気候変動枠組条約締約国会議）で合意し、
2016年に採択された協定です。「世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保ち、
1.5℃に抑える努力をする」という目的のもと、加盟国への二酸化炭素排出量の削減目標策定や実施状況の提
出を促している。
アメリカ、中国、EU、インド、日本といった温室効果ガス排出量上位国を中心に、多数の国や地域が加盟してい
る。
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脱炭素・カーボンニュートラルについて

日本の部門別二酸化炭素排出量 -各部門の間接排出量-

間接排出量
直接排出量は、発電に伴う排出量をエネル
ギー転換部門からの排出として計算したもので、
間接排出量は、それを電力消費量に応じて最
終需要部門に配分して計算したもの。

民生部門

33.3%
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地域脱炭素に係る国の動き
（脱炭素先行地域募集要領（第１回）添付資料（令和３年12月）より抜粋）
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地域脱炭素に係る国の動き
（脱炭素先行地域募集要領（第１回）添付資料（令和３年12月）より抜粋）
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地域脱炭素に係る国の動き
（第１回選定地域）
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地域脱炭素に係る国の動き
（第１回選定地域）



13

地域脱炭素に係る国の動き
（第１回選定地域）
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地域脱炭素に係る国の動き
（第１回選定地域）
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地域脱炭素に係る国の動き
（第１回選定地域）
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地域脱炭素に係る国の動き
（第１回選定地域）

第１回選定地域 26件/79件 R4.4.26 滋賀県 米原市
第２回選定地域 20件/50件 R4.11.1 滋賀県 湖南市
第３回選定地域 16件/58件 R5.4.28
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☑生活環境との調和
・太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例の制定
⇒太陽光発電施設と生活環境等の一層の調和および適正な太陽光発電施設の導入等の促
進を市の責務と規定（営農型太陽光の促進）

⇒禁止区域の設定、事業者の維持管理の強化、関係住民等への説明会の義務化
⇒重要文化的景観区域のうち営農型太陽光を行う場合は禁止区域から除外

☑脱炭素の推進
◆米原市気候非常事態宣言
・市民との地球温暖化の問題意識（脱炭素）の共有

◆第２次米原市環境基本計画の見直し（地球温暖化対策実行計画の策定）
・長期目標(2050年度)：二酸化炭素排出量実質ゼロ実現
・中期目標(2030年度)：2030年度の米原市域の二酸化炭素実質排出量を2013年度排出量比で53％削減

◆脱炭素の目標値実現に向けた財政的支援の確保
・脱炭素先行地域の取組み
【取組内容】

先行地域 ：米原駅周辺地域と耕作放棄地（柏原地区を想定）
地域課題 ：人口減少、減災、耕作放棄地の活用
再エネ設備：太陽光発電設備

・地球環境問題に熱心に取り組む自治体としての認知度向上
・脱炭素を地域の魅力と質の向上（地方創生）に繋げる。

滋賀県、ヤンマーホールディングス株式会社と協働

米原市における脱炭素の取組
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（前文）
・地球温暖化の問題の克服に向け、太陽光発電をはじめとする地域資源を利用した再生可能エネルギーを飛躍的に普及させる必要がある。
・太陽光発電が積極的に導入されることと同時に、太陽光発電施設が、米原市の美しい自然環境および市民の安全安心な生活環境と調和し、
適正に維持管理されることが重要である。

第１条（目的）
・太陽光発電の普及推進・太陽光発電施設の設置と良好な環境との調和による脱炭素社会の実現

第７条（関係住民等への説明）
・関係住民等に対し、事業計画等の周知義務（説明会義務）

第６条（設置禁止区域）
・地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別
警戒区域、国定公園の区域、 重要文化的景観区域(営農型
太陽光発電を行う場合を除く。)

第８条（申請および許可）
・事業区域の面積が1,000平方メートル以上の敷地で発電事業を実施
しようとする者は、設置工事に着手する日の60日前までに事業計画
について市長に申請必要

・市長は、事業計画等を審査し、設置事業および発電事業が適当であ
ると認められるときは、当該申請者に必要に応じて条件を付して事
業計画の許可を行う。

届出
・工事着手および完了の届出（第９条）
・事業継承の届出（第11条）
・廃止の届出（第16条）

第12条（実施状況の確認）
・許可を受けた日から５年経過後（以後５年経過ごと）に事業計画に
係る発電事業の実施状況を市長に報告

第10条（維持管理）
・発電事業を実施する間、常時維持管理しなければならない。

立入検査（第13条）、報告の徴収（第14条）
許可の取消し（第15条）
指導、助言および勧告（第18条）、命令（第19条）

第17条（発電事業終了時の適正処分）
・太陽光発電施設を廃止したときは、速やかに撤去し、適正な処分を
行わなければならない。

第20条（公表）
・命令を受けた事業者が、正当な理由なく命令に従わない場合は、氏
名、住所、命令の内容を公表

第３条（市の責務）
・営農型太陽光発電などの環境との調和
に関する施策を策定・実施する。

・太陽光発電等の再生可能エネルギーの
利用

第４条（事業者の責務）
・常に関係住民等と良好な関係を保つ。
・計画的に資金を積み立てることその他の方法に
より、太陽光発電施設の維持管理、解体および
撤去に要する費用の確保

第５条（土地所有者等の責務）
・災害の発生を助長し、または生活環境等
を損なうおそれのある事業者に土地を使
用させない。

米原市太陽光発電施設の設置と生活環境等との調和に関する条例
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米原市気候非常事態宣言

気候の変化が私たちの生活に大きな危機をもたらそうとしているのに、私たちはまるでどこか遠くの問題として見過ごし
ていないでしょうか？
最近の伊吹山では雪がほとんど積もらない年もあれば記録的な大雪になる年もあります。気温がとても高くなり、激し

い雨による洪水が世界各地、日本全国で毎年のように発生しています。異常気象はもはや日常化しつつあります。これ
は地球の気候が大きく変わってきたためです。
私たちの生活に欠かせない乗り物を動かしたり電気を生み出したりするために、石油や石炭、天然ガスなどを燃やすと

二酸化炭素が排出され地球が暖められ、その結果、洪水や熱波、異常気象を引き起こしているのです。
今を生きる私たちは、これまでの歴史の中で最も難しい状況に直面しています。地球の温暖化を止めるという歴史的

な偉業を成し遂げられるか、それとも、地球の温暖化を進めてしまったと非難されるかの分岐点に、私たちはいます。
今こそ私たち一人ひとりが地球の温暖化に対して行動することが必要です。
私たちは、山や森林とともに暮らすことのできる米原らしい環境を世代を超えて守るため、最も急がなければならない

メッセージとして、気候非常事態を宣言し、次の活動に取り組みます。

１ 2050 年までに地球の温暖化の原因である二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指します。
２ 伊吹山、霊仙山から琵琶湖へとつながる水と緑を守ることで、二酸化炭素の吸収源である山林を守
り、命を育む大切な水を人々に届けるという水源の里としての使命を果たします。

３ 危機的な気候変動の状況および家庭でできる地球温暖化対策について、子どもたちを含む市民へ
情報を提供します。

４ 環境省の 「脱炭素先行地域」に選定された事業を推進するとともに、脱炭素の取り組みを通じて地
域システムそのものの変革を進めます。
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第2次米原市環境基本計画【改訂版】

米原市地球温暖化対策実行計画
長期目標(2050年度)：二酸化炭素排出量実質ゼロ実現
中期目標(2030年度)：2030年度の米原市域の二酸化炭素実質排出量を

2013年度排出量比で53％削減
脱炭素地域づくりに向けた取組
計画１ 再生可能エネルギーの導入促進
計画２ 省エネルギー対策の推進
計画３ 資源循環とごみ排出量の削減
計画４ 地域の自然資源を活用した吸収源対策等の推進
計画５ 脱炭素ライフスタイルに向けた行動変容の実現
計画６ 気候変動に備えた適応の推進

米原市気候非常事態宣言
１ 2050 年までに地球の温暖化の原因である二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指します。
２ 伊吹山、霊仙山から琵琶湖へとつながる水と緑を守ることで、二酸化炭素の吸収源である山林を守り、命を育む大切な水
を人々に届けるという水源の里としての使命を果たします。

３ 危機的な気候変動の状況および家庭でできる地球温暖化対策について、子どもたちを含む市民へ情報を提供します。
４ 環境省の 「脱炭素先行地域」に選定された事業を推進するとともに、脱炭素の取り組みを通じて地域システムそのものの
変革を進めます。

第2次米原市環境基本計画を改定し、米原市地球温暖化対策実行計画を内包
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米原市地球温暖化対策実行計画

宣言１ 2050 年までに地球の温暖化の原因である二酸化炭素の排出量を実質ゼロにすることを目指します。
計画１ 再生可能エネルギーの導入促進
①住宅・建築物等への再エネ・畜エネ設備の導入促進
②脱炭素先行地域における取組推進
③ソーラーシェアリング（営農型太陽光発電設備）の導入促進
④再生可能エネルギー熱の活用の推進
⑤エネルギーの地産地消 に関する調査 、検討の推進

計画２ 省エネルギー対策の推進
①省エネ設備の導入促進
②次世代自動車の普及促進、自転車や地域公共交通の利用促進と環境整備
③省エネ家電の普及促進
④省エネ性能に優れた住宅 、建築物の導入およびリフォームの促進

計画３ 資源循環とごみ排出量の削減
①プラスチックごみの削減
②食品ロスの削減
③家庭系ごみの減量
④３Ｒの推進、循環型社会の構築
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米原市地球温暖化対策実行計画

宣言２ 伊吹山、霊仙山から琵琶湖へとつながる水と緑を守ることで、二酸化炭素の吸収源である山林を守り、
命を育む大切な水を人々に届けるという水源の里としての使命を果たします。

計画４ 地域の自然資源を活用した吸収源対策等の推進
①森林整備の推進
②地域産木材の積極的な活用
③環境こだわり農業、環境保全型農業の推進

宣言３ 危機的な気候変動の状況および家庭でできる地球温暖化対策について、子どもたちを含む市民へ
情報を提供します。

計画５ 脱炭素ライフスタイルに向けた行動変容の実現
①省エネ行動の普及啓発
②環境に配慮した消費行動の普及
③情報共有、交流の場づくり
④市における率先行動の実施

計画６ 気候変動に備えた適応の推進
①気候変動影響に関する情報収集・情報発信
②気候変動に適応した地域づくりの推進

宣言４ 環境省の 「脱炭素先行地域」に選定された事業を推進するとともに、脱炭素の取り組みを通じて地域シ
ステムそのものの変革を進めます。

計画１ 再生可能エネルギーの導入促進（再掲）
②脱炭素先行地域における取組推進（再掲）
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令和５年度予算（脱炭素地域づくり推進事業）
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2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027～
29年度

2030
年度

脱 炭 素 先 行 地 域 の 対 象：米原駅周辺民生施設群、柏原地区耕作放棄地群
主 な エ ネ ル ギ ー 需 要 家
共 同 提 案 者

：
：

米原市本庁舎1棟、滋賀県東北部工業技術センター3棟、ヤンマーホールディングス株式会社中央研究所7棟ほか
滋賀県、ヤンマーホールディングス株式会社

米原駅周辺の米原市・滋賀県の公共施設とヤンマーホールディングス株式会社の施設に太陽光発電設備を導入するとともに、柏原駅周辺の耕作放棄地に太陽
光発電設備(ソーラーシェアリング)を設置し、系統を通じて対象となる施設の民生部門の脱炭素化を図る。また、当該耕作放棄地において、ソーラーシェアリング
とともに、 AI・IoT等を実装し、再エネを地産地消する環境配慮型栽培ハウスを導入する。

取組の全体像

米原市：農山村の脱炭素化と地域活性 ～米原市「ECO VILLAGE構想」～

１．民生部門の脱炭素化に関する主な取組

① ECO VILLAGE構想(柏原地区の耕作放棄地において、ソーラーシェアリ
ングを実施するとともに、環境配慮型栽培ハウス(空調等に省CO2設備導
入・リユース単管パイプ使用・有機栽培農福連携)の導入)

② 米原駅周辺とECO VILLAGEの間で、EV車両を活用した貨客混載
MaaS事業の導入

２．民生部門以外の脱炭素化に関する主な取組

① AI・IoT等の先進技術を実装した環境配慮型園芸施設が導入され、地
域産品の生産を通して、農福連携を推進し、障がい者、女性、若者が働く
場が新たに創出。また、耕作放棄地を活用した再エネ設備導入モデルを市
民に示すことにより、市域内における営農型太陽光発電の普及促進

② 先行地域内に再エネ電源を確保し、レジリエンスを強化

４．主な取組のスケジュール

① 米原市本庁舎・滋賀県東北部工業技術センターについては、駐車場や屋
根に約2,615kWの太陽光発電設備を設置し、自営線により電力を供給

② ヤンマーホールディングスについては、駐車場や屋上に約600kWの太陽光
発電設備を設置し、自営線により電力を供給

③ 柏原地区の耕作放棄地に合計1,600kWの太陽光発電設備を設置する
とともに、これに相当するパワーコンディショナーと大型蓄電設備の出力を制
御し、系統を通じて①②の公共施設等に電力を供給

３．取組により期待される主な効果

米原駅周辺民生施設群

・公用車駐車場への太陽光発電設備設置
・ヤンマー敷地内への太陽光発電設備設置
・ヤンマー敷地内への大型蓄電池設置

市有地への太陽光発電設備設置

滋賀県東北部工業技術センターへの
太陽光発電設備の設置

滋賀県東北部工業
技術センターの整備

（新設）

柏原地区耕作放棄地群

耕作放棄地における太陽光発電設備・大型蓄電
池設置、・耕作放棄地への省CO2等設備の導入
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・自治体の概況、温室効果ガス排出の実態、地域課題
(1)提案地方自治体の概況
米原市は、滋賀県東北部地域の中心に位置し、面積は250.39k㎡
（うち琵琶湖の面積：27.32k㎡）で、県土全体の6.23％を占める。
県下で唯一の新幹線停車駅である米原駅をハブに、JR東海道新幹線・
JR東海道本線・JR北陸本線・近江鉄道本線という鉄道網があり、京阪神・
中京・北陸を結ぶ結節点である。

(2)温室効果ガス排出の実態
米原市における温室効果ガス排出量は2013年度をピークに減少、
2018 年度の温室効果ガス総排出量は約383.2千t-CO2、
うち民生部門（業務・家庭部門）が約22.9%を占める。

(3)地域課題
■ 人口減少・少子高齢化に対する取組
■ 気候変動の激甚化と地域におけるエネルギー確保の推進
■ 市の主要産業である農林水産業従事者の高齢化

・これまでの脱炭素に関する取組
①平成30年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地域循環圏・エコタウン低炭素化促進事業）
②平成28年度 米原市甲津原小水力発電所設置工事

（環境省地域グリーンニューディール基金）

・2030年までに目指す地域脱炭素の姿
本提案では、市内に地域のエネルギーとなる再エネ設備が積極的に導入され、
エネルギーの地産地消ネットワークを構築、『住んでよかった』と実感できる環境を
整備、あわせて魅力ある雇用を創出し、女性や若者が活躍するまちである。
本事業において、米原市「Eco Village構想」を提案する。

米原市：農山村の脱炭素化と地域活性 ～米原市「ECO VILLAGE構想」～
１．全体構想

◆米原市「Eco Village構想」により創出される地域ネットワーク
先行地域である柏原地区で生産された再エネを、先行地域かつ促進区域である
米原駅周辺の需要家に供給する、地域エネルギーのネットワークを構築する。また、
柏原地区で生産された地域産品を 京阪神・中京・北陸を結ぶ結節点である米
原駅周辺に供給する地域経済のネットワーク、ECO VILLAGE 構想に係わる新
しい雇用をきっかけに創出される人のネットワークへと波紋のように拡 がる地域ネッ
トワークを構築する。

▲（図）地域ネットワークのコンセプト

大型蓄電設備

環境配慮型グリーンハウス
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米原市：農山村の脱炭素化と地域活性 ～米原市「ECO VILLAGE構想」～
２．脱炭素先行地域における取組

・対象とする地域の概況
米原駅周辺の4つの電力需要家の民生施設群を先行地域かつ促進区域とし、
柏原地区耕作放棄地群を先行地域とする。なお、再エネ設備は発電事業者
（ヤンマーエネルギーシステム社）が一元管理する。

▲（図）脱炭素先行地域における対象施設群

・脱炭素先行地域の再エネポテンシャルの状況
■ 再エネポテンシャル 14,366kW
＊なお、実際の導入量は、増減することがある。

・民生部門の電力消費に伴うCO2排出の実質ゼロの取組
■ 促進区域内の電力需要量計 9,225,002kWh/年
■ 再エネ等の電力供給量計 9,551,647kWh/年
■ 省エネによる電力削減量計 175,333kWh/年
【「実質ゼロ」の計算結果】 需要量≦供給量＋削減量
＊なお、事業完了後も米原市の脱炭素化を推進するため、耕作放棄地
の地権者との協議は継続する。

・民生部門電力以外の温室効果ガス排出削減等の取組
■ ソーラーシェアリング事業 2,110t-CO2/年
■ 環境配慮型栽培ハウス導入事業 48t-CO2/年・10a
■ 貨客混載Maas事業 21t-CO2/年

・脱炭素の取組に伴う地域課題の解決や住民の暮らしの質の向上等、期待される効果 / KPI
課題 指標 現在 最終年度

地域経済効果 域内に再エネ設備を導入し地産地消することで、資金を域内に循環させる。 再エネ調達金額 ０円 ２億円

防災効果 先行地域内の再エネ電力を常時にも非常時にも活用する。 先行地域内における再エネ電力量の割合 ０% 100%

暮らしの質の向上 地域産品の生産を通して、女性や若者が働く場が新たに創出される。 ECO VILLAGE構想に係わる新規就業者数 ０人 20人

舎
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米原市：農山村の脱炭素化と地域活性 ～米原市「ECO VILLAGE構想」～
5．ECO VILLAGE構想



再エネ供給スキーム案
需要家群 発電所群

平置きPV

営農型PV等

オフサイト
PPA事業者
ヤンマー

電力小
売事業
者

送配電
事業者
関電送配電

オフサイトPPA

＊常時負荷がほぼない
＊平日・土日の負荷変動大

送配電
事業者
関電送配電

オフサイトPPA

電力小
売事業
者

送配電
事業者
関電送配電

【相対取引】 ＊部分供給

オフサイト
PPA事業者
ヤンマー

県工技C

カーポート型PV

屋根置きPV

屋根置きPV

オンサイトPPA
（自家消費）

オンサイトPPA
（自家消費）

オンサイトPPA
（自家消費）

営農型PV等

営農型PV等

平置きPV

未利用農地

未利用農地

未利用農地

市庁舎

中央研究所

未利用市有地

未利用市有地

蓄電池

蓄電池


